
静岡市中小企業者向け省エネアドバイザー派遣事業実施要綱 

（趣旨） 

第１条 静岡市は、市における二酸化炭素排出量の約５割を占める事業活動部門に係る二

酸化炭素削減の意識の醸成を図り、省エネルギー対策を推進するため、中小企業者に対し

省エネアドバイザーを派遣し、二酸化炭素削減計画の策定を支援するものとし、その派遣

に関し必要な事項は、この要綱の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

（１）省エネルギー対策 エネルギーの使用の合理化が図られるよう設備又は機器の導入、

更新又は運用改善を行うことをいう。 

（２）中小企業者 法人（国、地方公共団体及び次に掲げる会社を除く。）及び個人事業者

をいう。 

 ア 資本金の額又は出資の総額が３億円を超え、かつ、常時使用する従業員の数が300

人を超える会社であって、製造業、建設業、運輸業その他の業種（イからエまでに規

定する業種を除く｡）に属する事業を主たる事業として営むもの 

イ 資本金の額又は出資の総額が１億円を超え、かつ、常時使用する従業員の数が100

人を超える会社であって、卸売業に属する事業を主たる事業として営むもの 

ウ 資本金の額又は出資の総額が５千万円を超え、かつ、常時使用する従業員の数が100

人を超える会社であって、サービス業に属する事業を主たる事業として営むもの 

エ 資本金の額又は出資の総額が５千万円を超え、かつ、常時使用する従業員の数が50

人を超える会社であって、小売業に属する事業を主たる事業として営むもの 

（３）省エネアドバイザー エネルギー管理士、電気主任技術者、環境カウンセラー、エ

コアクション21審査人等の資格を有する者で、市長が適当であると認めるものをいう。 

（４）二酸化炭素削減計画 省エネアドバイザーの助言を受けて策定する市内全ての事業

所における二酸化炭素の排出量の削減に係る３箇年度分の計画をいう。 

（５）事業所 市内に所在する工場又は事務所その他の事業場をいう。 

（対象事業者） 

第３条 省エネアドバイザーの派遣を受けることができる者は、次に掲げる要件の全てに

該当する者で、市長が必要があると認めるものとする。 

（１）中小企業者であること。 



（２）エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和54年法律第49号）第７条第３項、

第18条第２項、第101条第２項又は第109条第２項の規定による届出若しくは静岡県地球

温暖化防止条例（平成19年静岡県条例第31号）第12条第１項の規定による温室効果ガス

排出削減計画書の提出の対象となっていないこと。 

（派遣の申請） 

第４条 省エネアドバイザーの派遣を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、中

小企業者向け省エネアドバイザー派遣事業申請書（様式第１号）を別に定める日までに市

長に提出しなければならない。 

（派遣の決定） 

第５条 市長は、前条の規定による申請があったときは、速やかにその内容を審査し、派

遣を適当と認めるときは、申請内容にふさわしい省エネアドバイザーを選定の上、その派

遣を決定し、中小企業者向け省エネアドバイザー派遣事業決定通知書（様式第２号）によ

り申請者に通知する。 

２ 前項の規定により派遣される省エネアドバイザーは、派遣先において、次の業務を行

うものとする。 

（１）省エネルギー対策に係る指導及び助言 

（２）二酸化炭素削減計画の策定支援 

（費用の負担）  

第６条 省エネアドバイザーの派遣に要する費用は、別に定めるところにより市が負担す

る。 

（派遣の回数） 

第７条 省エネアドバイザーの派遣回数は、一の中小企業者の同一目的に対して、２回ま

でとする。 

（実績報告）  

第８条 省エネアドバイザーの派遣を受けた者（以下「派遣対象者」という。）は、派遣事

業の終了後速やかに中小企業者向け省エネアドバイザー派遣事業実績報告書（様式第３

号）に次に掲げる書類を添付して、別に定める日までに市長に提出しなければならない。 

（１）二酸化炭素削減計画書（様式第４号） 

（２）前号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める書類 

 (指導又は助言) 

第９条  市長は、派遣の目的を達成するため必要があると認めるときは、派遣対象者に対



し、報告を求め、又は指導し、若しくは助言することができる。 

（効果の把握） 

第10条 市長は、派遣対象者に対して、事業の実施による二酸化炭素削減効果について、

報告を求めることができる。 

（公表） 

第11条 市長は、前条の規定により派遣対象者から報告のあった事項について、必要に応

じて公表することができる。 

（協力） 

第12条 派遣対象者は、事業による成果の発表その他市長が必要と認める事項について、

協力を行うものとする。 

（雑則） 

第13条 この要綱に定めるもののほか、省エネアドバイザーの派遣に関し必要な事項は、

市長が定める。 

附 則 

この要綱は、平成 27年８月 12日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 28年８月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

様式第１号（第４条関係） 

 

中小企業者向け省エネアドバイザー派遣事業申請書 

年 月 日 

（宛先）静岡市長 

                    住所 

               申請者 

  氏名                  
 

                    電話 

省エネアドバイザーの派遣を受けたいので、静岡市中小企業者向け省エネアドバイザー

派遣事業実施要綱第４条の規定により、次のとおり申請します。 

１ 申請者情報 

業種  

資本金(千円)  従業員数(人)  

環境マネジメントシステム取得状況 ＩＳＯ14001 ・ エコアクション21 

エネルギーの使用の合理化等に関す

る法律による届出の有無 
有   ・   無 

静岡県地球温暖化防止条例による温

室効果ガス排出計画書の提出の有無 
有   ・   無 

担当者 

所属・職・氏名  

電話番号(FAX番号)  

Ｅメールアドレス  

２ 派遣概要 

派遣希望日時 
第１  年  月  日   時  分から 

第２  年  月  日   時  分から 

派遣場所  

法人にあっては、その
主たる事務所の所在地 

法人にあっては、その
名称及び代表者の氏名 



 

 

 

 

様式第２号（第５条関係） 

 

第   号  

年 月 日  

 

          様 

 

静岡市長 氏   名 印  

 

中小企業者向け省エネアドバイザー派遣事業決定通知書 

 

年 月 日付けで申請のあった中小企業者向け省エネアドバイザー派遣事業につ

いては、静岡市中小企業者向け省エネアドバイザー派遣事業実施要綱第５条の規定に基づ

き、次のとおり決定したので通知します。 

 

派遣日時   年  月  日   時  分 から 

派遣場所  

省エネ 

アドバイザー 

氏名  

連絡先  

備考  



 



様式第３号（第８条関係） 

 

中小企業者向け省エネアドバイザー派遣事業実績報告書 

年 月 日 

  （宛先）静岡市長 

 

                    住所 

               報告者 

  氏名                   

                     

電話 

 

     年 月 日付け   第   号により事業決定の通知を受けた事業が完了し

たので、静岡市中小企業者向け省エネアドバイザー派遣事業実施要綱第８条の規定により、

次のとおり関係書類を添えて報告します。 

１ 報告者情報 

業種  

資本金(千円)  従業員数(人)  

担当者 

所属・職・氏名  

電話番号(FAX番号)  

Ｅメールアドレス  

２ 派遣概要 

派遣日時   年  月  日   時  分 から 

派遣場所  

省エネ 

アドバイザー 

氏名  

連絡先  

業務内容  

３ 添付書類 

   二酸化炭素削減計画書（様式第４号） 

法人にあっては、その
主たる事務所の所在地 

法人にあっては、その
名称及び代表者の氏名 



様式第４号（第８条関係） （１枚目）  
二酸化炭素削減計画書  

  年 月 日    
住所 法人にあっては、その 

主たる事務所の所在地    
申請者 氏名 法人にあっては、その 

名称及び代表者の氏名   電話   
１ 提出区分 
 □新規   □変更  
２ 事業者の概要等 

事業者の氏名又は名称  

住所又は主たる事務所の所在地  

主たる事業の業種 

（産業分類） 

大分類   

中分類   

主たる事業の内容  

連絡先 

担当部署  

担当者役職・氏名  

電話番号  

ＦＡＸ  

E-Mail  

 

 ３ 省エネアドバイザー 
氏名  

所有する資格等   
受付欄 備考欄   



（２枚目）  
 ４ 計画期間 

年度 ～      年度  
 ５ 二酸化炭素の排出の抑制等を図るための基本方針  

 
 ６ 二酸化炭素の排出の抑制等を図るための推進体制  



（３枚目）  
 ７ 事業活動に伴うエネルギー使用量 

基準年度（計画前年度） 原油換算        kL  
 ８ 二酸化炭素の排出量及び排出の抑制に関する目標 
  （エネルギー起源二酸化炭素排出量） 

基準年度 
（計画前年度）  年度 目標年度 

（計画最終年度）
 年度 

基準年度排出量  t-CO₂ 目標年度排出量  t-CO₂ 

排出削減量  t-CO₂ 排出削減率  ％  
  （原単位で目標を設定する場合） 

基準年度 
原単位排出量  t-CO₂/ 

目標年度 
原単位排出量  t-CO₂/ 

原単位 
排出削減量  t-CO₂/ 

原単位排出量 
削減率  ％ 

原単位に用いた指標  
原単位に用いた指標を 

設定した理由 
  

 ９ 目標設定の考え方  



（４枚目）  
 10 二酸化炭素の排出の抑制等を図るために実施しようとする措置の内容 

実施予定年度 措置の内容 実施場所 

   

   

   

   

   

 

 11 二酸化炭素の排出の抑制等に寄与する製品・技術の開発や役務の提供等に関する事項 

 

 

 12 地域における地球温暖化対策の推進に対する貢献等に関する事項 

 



（５枚目） 

二酸化炭素削減計画書の概要（公表用） 
 

 １ 事業者の概要 

氏名又は名称  
住所又は主たる 

事務所の所在地 
 

主たる 

事業の内容 
 

 

 ２ 計画期間 
年度 ～      年度  

 ３ 二酸化炭素の排出の抑制等を図るための基本方針  
 
 ４ 二酸化炭素の排出量及び排出の抑制に関する目標 

基準年度 
排出量  t-CO₂ 

目標年度 
排出量  t-CO₂ 

排出削減量  t-CO₂ 排出削減率  ％ 
（原単位を設定した場合）原単位排出量削減率  ％  

 ５ 二酸化炭素の排出の抑制等を図るために実施しようとする措置の内容 

実施予定年度 措置の内容 

  

  

  

  

  

 

 ６ その他地球温暖化対策の推進に寄与する取組等 

 

 


